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1. 札幌市の概要・主要施策



充実の交通アクセス
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札幌
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札幌市のプロフィール

 人口約195万人（指定都市中4位）

 人口規模は中規模な県に匹敵

 域内総生産は約6.6兆円（指定都市中6位）

 人口と同様、中規模な県に匹敵する規模

出典：地域ブランド調査2006～2017 ※都道府県は2009年から調査対象

出典：県民経済計算（平成27年度、名目）出典：住民基本台帳 平成30年1月1日時点

出典：県民経済計算（平成27年度・名目）
※川崎市のみ算定中のため平成26年度数値

年度 1位 2位 3位
都道府県

1位

2012 札幌市 京都市 函館市 北海道

2013 京都市 函館市 札幌市 北海道

2014 函館市 札幌市 京都市 北海道

2015 函館市 札幌市 京都市 北海道

2016 函館市 京都市 札幌市 北海道

2017 京都市 函館市 札幌市 北海道

 国内1,000の市区町村を対象に、認知度や

魅力度、イメージ等を総合して評価

 札幌市は12年連続3位以内

（万人）

（兆円）

■ 第３次産業に特化

■ 観光産業へ注力

1

①

②
③

④

①

② ③

⑤

★ 人口・経済規模において、中規模な県に匹敵

★ 空港などへの交通アクセスが良く、地理的優位性を持つ

人口
35%

面積
1%

 面積の占める割合はわずか1%

 人口・総生産は1/3以上を占める

 新千歳空港までJRで37分

 拠点港湾への快適アクセス

④

産業の特徴

経済規模 北海道における札幌市 選ばれるブランド力

⑥
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★ 札幌市の人口は、政令指定都市移行後も、一貫して増加してきたが、ここ数年のうちに人口減少が始まる見込み

★ 札幌市の人口の将来展望や、今後５年間（H27～H31）の基本目標、施策等を示す新たな計画としてさっぽろ未来創生プランを策定
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出典：住民基本台帳 各年4月1日時点

政令市移行
1,044,817人

H30.9.1現在
1,954,896人

男性：913,944人
女性：1,040,952人

 低い合計特殊出生率と高い未婚率
 未婚率が高い背景には経済的な不安感

■合計特殊出生率(H28)

札幌市 東京都 全国

1.16 1.24 1.44 ■大卒・大学院卒者の就職先

（H30.5.1現在）

46%

35%

20%

18%

34%

46%

女子

男子

市内 北海道内

■女性の未婚率 (単位：%)

年齢 札幌市 全国

総数 27.5 23.2

25～29歳 66.6 61.3

30～34歳 41.9 34.6

35～39歳 30.4 23.9
（H27.10.1現在）

出典：総務省統計局「国勢調査」、札幌市
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出典：住民基本台帳（日本人のみ）

自然減の主な要因 社会増の実態

 北海道内からは転入超過である
一方、北海道外へは転出超過

 20代若年層は他の年代よりも
北海道外への転出超過が大きい

■北海道外（男子）■北海道外（女子）

※H24.5時点における推計値

経済的な
不安軽減

安心して
生み育てる環境

子どもが増え
経済活性化

安定した雇用

さらなる
雇用創出

好循環を
実現

目指すべき将来
～札幌市の基本方針～

 結婚や出産を望む市民の希望

がかなえられる社会の実現

 地域に定着できる環境づくり

■ 安定した雇用を生み出す

基本目標1

基本目標2

■ 結婚・出産・子育てを支える
環境づくり

4,854

▲4,866

9,720

政令市移行後の人口推移 人口の将来推計 人口動態

札幌市の人口における課題 さっぽろ未来創生プランの策定（Ｈ27～Ｈ31）
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雇用を生み出す力強い街

まちづくり戦略ビジョン・アクションプラン2015の策定①

★ まちづくり戦略ビジョンの実現を推進する中期実施計画である「まちづくり戦略ビジョン・アクションプラン2015」を策定

（計画期間は平成27～平成31年度の5年間）

★ まちづくりの取組と行財政運営の取組を一体的に進める

ビジョン編

戦略編

アクションプラン
2015

（H27～H31）

まちづくり戦略ビジョン
 計画期間：H25~H34
 10年間のまちづくり

の指針

経済の活性化
働く場の確保や
税収増となって
暮らしの充実に

つながる

誰もが元気に活躍
街の魅力を一層高める

活動の源

未来の
さっぽろ

誰もが安心して
暮らし

生涯現役として
輝き続ける街

世界都市としての
魅力と活力を
創造し続ける街

 おもてなし・観光強化プロジェクト

 子育て世代応援プロジェクト
 未来を担う「さっぽろっ子」育成プロジェクト

 誰もが活躍推進プロジェクト

 世界都市・道都の魅力向上プロジェクト

計
画
体
系

未
来
の
札
幌
の
姿

未
来
の
札
幌
の
姿
を
実
現
す
る
た
め
の
重
点
課
題

女性が輝き子どもたちが健やかに育つ街

いつまでも安心して暮らせる街

魅力と活力にあふれた暮らしやすい街
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まちづくりの取組

まちづくり戦略ビジョン・アクションプラン2015の策定②

 宿泊施設が行う客室グレードアップにつながる増改築を
支援する制度の創設

 国際会議場・展示場を備えた新たなMICE施設の整備検討

 市民のおもてなし意識の醸成や事業者のサービスアップ、
観光ボランティアの活動支援

330 397 425 371 358 

517 
734 708 

631 591 

1,007 

1,016 1,005 
1,033 1,032 

624 

674 637 
596 573 

1,013 

1,305 1,262 
1,053 1,005 

H27 H28 H29 H30 H31

一般財源

その他

市債

国・道支出金

普通建設事業費

（億円）  5年間の総額は
全会計で1兆3,257億円

 普通建設事業費は
年間1,000億円規模を確保

※ H28～29は都心の再開発
など 大型事業の展開によ
り他の年度と比べて大きい

2,477

2,821 2,775
2,631 2,554

５
つ
の
リ
ー
デ
ィ
ン
グ
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

 育休代替職員雇用への助成など企業に対する支援を充実

 子ども医療費助成制度を“小学1年生の通院”まで対象拡大

 3歳未満児童を対象として“第2子以降の保育料”を無料化

 市内に居住し石狩管内の高校に通う生徒に対して“通学交
通費”の一部を助成

 小学校高学年を対象に算数授業について25人程度の少人
数指導の充実

 小学生を対象にウィンタースポーツを幅広く体験できる
機会の提供

 児童養護施設入所児童が大学進学する際の費用を支援

 高齢者の社会参加支援に関する既存事業の検証・再構築

 ハローワークと連携した職業紹介等高齢者の就業を支援

 身体障がいがある方への外出サービスの更なる充実

 冬季オリンピック・パラリンピック招致に向けた機運
醸成等

 札幌駅交流拠点まちづくり計画策定、北5西1・北5西2
街区の整備等

 真駒内地区をモデルとした省エネの推進、水素タウン
のあり方検討

５
つ
の
リ
ー
デ
ィ
ン
グ
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

計
画
事
業
費

おもてなし・観光強化プロジェクト1

子育て世代応援プロジェクト2

未来を担う「さっぽろっ子」育成プロジェクト3

誰もが活躍推進プロジェクト4

世界都市・道都の魅力向上プロジェクト5
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行財政運営の取組

これまでのプラン 目標額
（単位：億円）

プラン期間中の
累計効果額

H17～H18
265 273

財政構造改革プラン

H20～H22
306 322

行財政改革プラン

H24～H26

520 522
行財政改革推進プラン

 中期財政フレームの策定、事業費の財源を確保し実効性
を担保

 各局のマネジメント機能強化

 事務執行方法の見直し
 サービス水準のあり方の

検討
 受益者負担の適正化
 企業会計繰出金の見直し

 地方税財源の拡充
 税源涵養の推進
 収納率の向上、債権管理
 公有財産の戦略的な活用

 将来の財政需要に対す
る基金の戦略的な活用

 市債の適切な管理
（前回プランの目標で
あったH22年度末残高
を下回る水準で推移）

7,376 
5,964 6,152 6,310 6,402 6,457 

2,260 4,209 4,538 4,836 5,095 5,322 

8,694 6,984 6,746 6,495 6,289 6,088 

H22 H27 H28 H29 H30 H31

一般会計（建設債） 一般会計（臨財債） 特別・企業会計

計画事業費を反映させた
市債残高見込み（億円）

18,330
17,157 17,437 17,642 17,786 17,866

まちづくり戦略ビジョン・アクションプラン2015の策定③

こ
れ
ま
で
の
実
績

ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ラ
ン
２
０
１
５
に
お
け
る
取
組

全会計債務を約4,780億円削減

職員数を約2,000人削減

平成18年度から高速電車事業の
単年度黒字化を達成

財政規律の堅持

予算運営手法の改革

財政基盤の強化 歳入・歳出の改革
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 北京・広州等での旅行博出
展や、上海等のメディア招
請による情報発信を実施

 本市北京事務所のネット
ワークを活かしたBtoBアプ
ローチ、微信（WeChat）
での観光魅力PR等を実施

成果指標

中国
24%

韓国
22%台湾

21%

香港
10%

タイ
5%

その他
アジア
11%

札幌の魅力発信 ～来客数1,800万人を目指して～

 来札する外国人の93%がアジアから
 誘致を強化してきた東南アジアについても

年々増加している

発地 H29年度
宿泊者数

前年度
対比

タイ 136,070人 91%

シンガポール 96,510人 118%

マレーシア 96,290人 111%

インドネシア 33,990人 139%

フィリピン 21,545人 149%

ベトナム 3,586人 138%

欧
米
豪

 Web上で札幌のスキーや食
をPRする動画広告を配信す
るプロモーションを実施

 札幌でラグビーW杯の試合
が行われる英・豪へPRする
ため、商談会出展や招請事
業を実施

中

国

 富裕層観光客を誘致するため
京都市等6自治体からなるア
ライアンスに参加

 富裕層を顧客とするエージェ
ント招請事業の実施や、フラ
ンス・ドバイで開催された富
裕層向け旅行商談会へ参加

富
裕
層

韓

国

 新千歳便就航都市である釜
山に対して、現地にて旅行
博出展や旅行会社向け説明
会を実施

 若年女性層へ向け美やリラ
クゼーションをテーマとし
たメディア招請事業を実施

「Sapporo City Wi-Fi」の運用

 年間来客数

現状値 目標値

2017年度 2022年度

1,527万人 1,800万人

 観光客の受け入れ環境を
強化し、来札者の満足度
向上につなげる 外国人観光客の利便性および満足度の

向上を図るため、市営地下鉄のうち16
駅、札幌コンベンションセンター、大
通公園、円山動物園、定山渓温泉エリ
ア、札幌ドーム、大倉山ジャンプ競技
場等にて運用している。

 H30年度は接続認
証画面の誘導表示
機能の導入や、混
雑している電波帯
を分離などで使用
環境を改善した。

 再訪意欲

現状値 目標値

2017年度 2022年度

57.4% 66.0%

観光産業へ注力

 様々な業種に経済
効果が波及する裾
野が広い

 札幌市経済全体の
活性化につながる

安定的な
雇用の創出

オセアニア
1%

ヨーロッパ
1%

北 米
2%

4,293 

5,561 

1,223 

2,743 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

全体 うち外国人客分

（億円）

1,301 

1,217 

1,527 

50
43

257
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H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

観光客数（左軸） 外国人宿泊者数（右側）

（万人） （万人）

（年度）

アジア
93%

観光客数の推移 増加するアジアからの観光客 総市内観光消費額

アジア圏や欧米豪をターゲットとした誘致活動 来札者の利便性向上に向けて 今後の取組
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夢・誇り・感動を ～冬季オリンピック・パラリンピック招致～

 アジア初の冬季オリンピック開催。札幌の名声を世界中に広め、
都市の国際化に大きく貢献

 競技施設が充実したことで、スキージャンプの世界大会が開かれ
るなど、冬季スポーツの拠点としての地位を確立

 「道央自動車道」「札樽自動車道」の一部が開通したほか、オリ
ンピックの開会式・閉会式が行われた真駒内地域と都心を結ぶ
「地下鉄南北線」が開業

 地域スポーツコミッションを設置してスポーツイベント等の誘致を戦略的に実施
 スポーツイベントの開催により街の魅力を高めることで、世界中から人、モノ、情報などを引き付ける

スポーツの力で
市民に夢と誇りを

 自分の住むまちで開催される喜びと興奮
 世界を身近に感じる

オリンピックで
まちが変わる

 競技施設や民間施設が新しく
 パラリンピックを契機により優しいまちへ

札幌・北海道の
経済が元気に

 開催中に訪れる観光客は約107万人
 経済波及効果は道内で約8,850億円、約70,000人

の雇用を誘発

 会期 1972年2月3日～13日

（11日間）
 競技数 6競技35種目
 会場数 14会場
 参加国数 35か国
 選手・役員数 1,655人
 関連施設整備費 約2,000億円

（高速道路、地下鉄含む）
 大会運営費 約81億円

開催データ

ラグビーワールドカップ2019 東京2020オリンピック競技大会 近年の主な国際スポーツイベント

■ 世界女子カーリング選手権札幌大会2015：
2015.3.14～3.22

■ 2017アジア冬季競技大会：2017.2.19～2.26
■ 2017IPCノルディックスキーワールドカップ札幌大会：

2017.3.17～３.22 

1972 “Sapporo”の名が一躍世界へ 未来の子どもたちのために

オリ・パラ招致を契機としたインバウンドの拡大を見込む

国際スポーツイベント開催の推進
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 開催期間：2020.7.24～8.9
 競技会場の１つとして札幌

ドームでサッカー競技開催
 札幌ドームでの試合日程：

2020.7.22～29

 開催期間：2019.9.20～11.2
 開催都市：日本全国12開催都市
 参加チーム：20チーム
 札幌ドームでの試合日程：

9.21 オーストラリアｖフィジー
9.22 イングランドｖトンガ

2018平昌
2022北京

アジアで
ウインタースポーツ

人口が急増

 欧米スキーヤー・
バックカントリー
（パウダー）ブーム

中国では、2025年までに

ウインタースポーツ人口 3億人 を目標

※中国国家体育総局

TM©Rugby World Cup Limited 2015. All rights reserved.



北海道新幹線 ～国内外からのアクセスの向上～

 札幌延伸分の総事業費 1兆 6,700億円のうち札幌市内分は
約2,100億円。この約2,100億円を以下のフレームで負担

各都市との所要時間

札幌

新小樽
（仮称）

倶知安

長万部

新八雲
（仮称）

木古内

奥津軽
いまべつ

新青森
八戸

盛岡

仙台

大宮

東京

新青森～新函館北斗

約149km

札幌～新青森

約360km

新函館北斗～札幌

約211km

建設中の区間

2016.3開業区間

営業中の区間

新函館
北斗

貸

付

料

国負担（2/3）

公共事業関係費
都道府県

負担
市町村
負担

地方負担（1/3）

地方債 一般財源

交付税措置 45% 地方負担 45% 10%

区間 新幹線 航空機

札幌⇔函館 1時間13分 約2時間30分

札幌⇔青森 2時間18分 約2時間50分

札幌⇔盛岡 2時間49分 約2時間30分

札幌⇔東京 5時間01分 約3時間30分

※ 整備後の所要時間は交通政策審議会 整備新
幹線小委員会資料、ＪＲ東日本プレスリリース、
2016年4月時刻表を基に算出

※ 航空機の所要時間は主要駅から空港への移動、空港から
主要駅への移動を含む

（開業初年度）
道央

道南 道北
その他
の地域

全道
札幌市

純増交流人口 （万人） 36.3 33.3 15.7 13.5 11.4 42.4

総消費額 （億円） 560 535 34 38 31.0 663

生産波及効果 （億円） 778 683 57 65 64.0 964

全道シェア（生産） 80.8% 70.9% 5.9% 6.8% 7%

【試算】北海道総合政策部 2013.6（開業5年前倒し決定前の2035年度開業時の推計値）

『北海道フェアin代々木でのPR活動』
 北海道観光振興機構や石狩振興局との連

携によりＰＲブースを出展
 １日も早い札幌開業の機運醸成を図る

（東京代々木公園でのPR活動）

本州とのネットワーク強化によって人の流れが活性化

2030年度末
完成・開業予定

2016年3月26日
開業

延伸事業費と札幌市の財政負担

札幌早期開業に向けた機運醸成札幌市への様々な効果

8



変わりゆく街並み

大通地区

札幌駅前通

ＪＲ札幌駅

すすきの地区

北1西1地区 H30竣工

文化・芸術活
動の拠点、市
民交流プラザ
やオフィス等
を整備

2,300席のホール

南2西3南西地区 H34竣工

• 商業施設やオフィス、

マンション等を整備

• 路面電車ループ化に対応する

滞留空間の整備

北8西1地区
H34竣工

• 地 上 50 階 、
地下2階建て

• 商業施設等の
複合施設を整
備

2030年度末予定の、北海道新幹線札幌
延伸効果を道内に波及させるため、
市民生活や経済・観光などを支える
円滑な交通ネットワークの構築を目指す

★ 平成23年3月、札幌駅と大通を結ぶ地下歩行空間の開通によって、都心の人の流れが活性化

★ 今後、札幌駅～すすきの間の施設整備、「北1西1地区」や「南2西3南西地区」の再開発事業などにより、さらなる中心街の活性化

を図り、沿道のビルの建替・更新を誘発

民間ビル等と連携、

札幌駅前通と大通との

地下鉄交差部を

リニューアル

JR札幌駅

（万人）

※2012グッドデザイン賞受賞

札幌～大通間を結ぶ地下通路の整備と、民間の再開発に
よる都心部の活性化と魅力の再生

北海道新幹線の札幌延伸を見据え、道都の玄関口にふさわしい
交流拠点として整備

民間投資を活用した再開発を積極的に展開 低床車両の導入及びすすきの
～大通地区の軌道ループ化

再開発事業による都市整備の推進 路面電車のループ化整備 平成27年12月 開業

大通交流拠点の整備

札幌駅前通地下歩行空間整備 平成23年3月 開通

2.9

9.0

開通前 開通

3年後

開通
3年後

開通前

駅前通通行量 約3倍

札幌駅交流拠点の整備

交通ネットワークの強化
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※2013 グッドデザイン賞（低床車両）
※2017 グッドデザイン賞（停留場）
※2017 国際交通安全学会賞（ループ化事業）



札幌市の産業を支える基盤づくり ～企業誘致～

 北海道人口の45％が集中
 強い地元就職志向
 UIターン希望者の多さ

 アクサ生命保険株式会社

2014年札幌本社を設立

社員175人

（うち現地採用100人）

 アフラック

2016年札幌システム開発

オフィスを開設

社員99人

札幌市内への進出はもちろん、重点分野（食、健康

医療バイオ分野など）の工場等が、近隣市町村へ進

出した場合にも、札幌市が補助

「本社機能の移転」・「先端技術分野」等の誘致

★ 雇用の創出や経済の活性化、産業基盤の強化を図るため、本市の「強み」を活かした本社機能移転をはじめとする企業の立地を促進

 低いオフィス賃料
中心部のオフィス賃料は丸の内の約３分の１

 冷暖房費の抑制
 研究機関が多数所在

 ニプロ株式会社再生医療研

究開発センター

2016年札幌市に立地

札幌医科大学との共同研究

 中北薬品株式会社

2016年北広島市に立地

医薬品卸売・医薬品製造

事業継続計画（BCP）の観点から、リスク分散を目的に本社

機能の一部を移転
誘致のための支援施策（補助金）

を活用して立地した企業数

札幌市

石狩市

小樽市

当別町

江別市

北広島市

千歳市

恵庭市

 コールセンター・バックオフィス

立地促進補助金

72社（平成29年度末現在）

 IT・コンテンツ・バイオ

立地促進補助金

57件（平成29年度末現在）
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■理系の希望就職地別学生数の割合

63.4

43.5

9.8

13.6

26.8

42.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

女

男

市内 道内 道外

48.1

34.2

23.5

11.8

28.4

54.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

文系

理系

市内 道内 道外

■就職地別就職者数の割合

本社機能の移転

250万都市圏の豊かな人材 優れたビジネス環境

周辺自治体と連携した企業誘致 コールセンター、IT企業など

札幌市

札幌圏人口

2,494,044人

生産年齢人口

1,557,662人

出典：総務省統計局「平成27年国勢調査」

北海道人口

5,381,733人

■北海道の学校

このうち半数が札幌圏
に集積。
理工系の大学も数多く
有している。

大学 37校

短大 16校

高専 4校

専修 171校



 北海道の中心都市として、

道内の資源やエネルギー

を適切に消費し、地域内

での経済循環の活性化を

目指す

 持続可能な生産を消費側

から支えるため、

「フェアトレードタウン」

の認定を目指す

札幌市のSDGs達成に向けた取組

SDGs達成に向けた取組

日本初のSDGs環境・経済循環都市の形成 持続可能な生産と消費の確立 SDGs クリエイティブアワード

 SDGs達成に向けた

取組や情報について

の短編映像作品の募

集・表彰

 映像・クリエイティブ

から世界を変革するイ

ンパクトのある作品を、

札幌から世界に向けて

発信
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 都心部の高性能なオフィス環境ビルへの建替促進

 低炭素で持続可能なまちづくりを先導する

MICE施設の整備

 歩いて回遊しやすいリバブルなまちづくりの推進

世界のモデルとなる「低炭素で持続可能なスマート

シティづくり」を推進

「SDGs未来都市」に決定

■ 2018年6月、持続可能な開発を実現するポテン
シャルが高い都市・地域として内閣府が選定する
「SDGs未来都市」に札幌市が決定

■ 自治体によるSDGs達成に向けた取組を全国
から公募し、優れた取組を提案する都市を選
定

■ 持続可能な環境都市・札幌を目指すため、環
境・経済・社会に関する課題解決に向けた取
組を行う

★ 内閣府が「SDGs未来都市」に札幌市を選定

★ 「次世代の子どもたちが笑顔で暮らせる持続可能な都市『環境首都・SAPP‿  RO』」の実現に向け、SDGsの取り組みを強化



2. 札幌市の財政



★平成29年度決算における歳入は、前年度比6.5％増の9,831億円

★市税（1.5％）、地方交付税（16.4％）及び国庫支出金（4.1％）が増加

2,795 2,868 2,859 2,881 2,924 

963 923 912 910 
1,060 

2,187 2,233 2,394 2,556 
2,659 

829 
998 810 

1,031 

1,041 
1,744 

1,889 1,903 
1,856 

2,147 
8,517 

8,911 8,878 
9,234 

9,831 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 H29

市税 地方交付税 国・道支出金 市債 その他

経常一般財源
毎年度定例的に歳入され、かつ、その使途についてなんらの制約がない収入額。
例えば、地方税、普通交付税、経常的に収入される使用料・手数料など。

（ ）内は前年度比

平成29年度一般会計決算 ～収支の状況・歳入～

(+597)

(+291)

(+103）

(+149)

(+43)

（単位：億円）

(+10)
4,049 

2,944 

207 207 

100

150

200

250

0

1,000
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4,000
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6,000

7,000

8,000
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幌
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岡

政
令
市
平
均

経常一般財源 市民1人当たり（億円） （千円）

歳入の内訳 政令市の経常一般財源 (平成28年度決算・普通会計ベース）
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96.7

97.3

97.7

98.1

98.5

96.3

96.8

97.2

97.7

98.0

96%

97%

98%

99%

H25 H26 H27 H28 H29

939 966 981 1,000 1,020 

288 316 297 283 
289 

1,071 
1,086 1,083 1,098 1,115 

228 
232 231 234 

237 
269 

268 268 267 
262 

2,795 
2,868 2,859 2,881 2,924 

0

1,000

2,000

3,000

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

個人市民税 法人市民税 固定資産税 都市計画税 その他

平成29年度一般会計決算 ～市税収入～

（ ）内は前年度比

(+43)

(▲5)

(+3)

(+18)

(+6)

(+20)

（単位：億円）

★市税収入は、個人市民税及び固定資産税が増えたことにより前年度から43億円（1.5％）の増

★滞納整理を強化し、収納率は政令市平均を上回る水準

直近５年間の市税収入額 市税収入率の推移

各都市の税収構造（平成28年度決算・普通会計ベース）

32.3%
34.5%

47.1%
44.5%

49.6%

47.8%

34.5%
39.0% 38.3%

35.7%

28.5%

35.6%

0%
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市

個人市民税 法人市民税 固定資産税 都市計画税 その他 歳入に占める割合

札幌市

政令市
平均

（単位：億円）
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※H29年度の政令市平均は札幌市独自の試算による



4,415 4,507 4,642 4,744
5,433

746 781 789 852
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0
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義務的経費 物件費 投資・出資・貸付 操出金 投資的経費 その他
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平成29年度一般会計決算 ～歳出～

(+554)

(+27)

（単位：億円） （ ）内は前年度比

(▲42)

(▲88)

(▲36)

(+4)

(+689)

★歳出総額は前年度比6.1%増の9,693億円

★扶助費及び公債費は減少したが、人件費の増加により義務的経費が増加

歳出の内訳 政令市の歳出の比較（平成29年度決算・普通会計ベース）
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義務的経費
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36

37
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（‰）（ ）内は前年度比

★障がい福祉費や施設型給付費が増加した一方、臨時福祉給付金事業の減により扶助費は減少

★ 人件費は退職手当等の見直しや職員の平均年齢の若年化により、減少傾向であったが、県費負担教職員の権限移譲に伴い増加

★職員の数は、他の政令市と比較して低水準。

義務的経費の推移 生活保護率の推移

市民10万人あたりの職員数（一般行政職員）

15

(-18)

(+715)
教職員影響分

730

(-8)

※‰（パーミル）は1000分の１を１とする単位

※H29.4.1時点 札幌市の試算による
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市債残高の推移
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（単位：億円）

★全会計ベースでの市債残高は1４年連続で減少

★一般会計の市債残高は、主に臨時財政対策債の残高の増加により前年度比3.1％増の10,531億円

直近５年間の市債残高 旧12政令市：市民一人あたりの市債残高（普通会計ベース）
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6,146 5,970 5,715 5,739 5,733 

3,431 3,865 4,191 4,477 4,797 

7,533 7,241 6,957 6,639 6,308 

17,110 17,075 16,863 16,855 
16,839 

0

5,000
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20,000

H25 H26 H27 H28 H29
一般会計・建設債 一般会計・臨時財政対策債 特別会計・企業会計

（ ）内は前年度比

(+320)

(＋315)
10,531

(▲16)

※残高はH29年度決算、人口はH30.4.1時点 札幌市の試算による

(▲331)

(▲5)
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札幌市の健全化判断比率の推移

将来負担比率

※ 将来負担比率とは

現在抱えている負債が財政規模に占め

る割合。400%を超える団体は「早期

健全化団体」となり、財政健全化計画

の策定が必要

実質公債費比率（%）

政令市平均
（8.8 , 99.7）

債務水準:高

将
来
負
担
比
率
（
％
）

公債費負担：大

実質公債費比率

※ 実質公債費比率とは

地方公共団体の借入金（地方債）の返

済額（公債費）の大きさを、その地方

公共団体の財政規模に対する割合で表

したもので、18%以上の団体は起債に

際し総務省の許可が必要

主要財政指標の状況（１）

札幌市
（2.8 , 63.8)

★これまでの継続的な取組により、実質公債費比率は好転し、政令市トップに

★今後も財政規律の堅持に努め、健全な水準を維持

政令市の財政健全化判断比率（平成29年度）

政令市平均

札幌市

札幌市
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公債費負担比率

※ 公債費負担比率とは

公債費に充当した一般財源が、一般財源総額に占める割合。財政構造の
弾力性を示す指標で、高くなるほど一般財源の自由度が制約されている
ことを表す。

※ 経常収支比率とは

経常的経費に充当した一般財源が、経常一般財源、減収補てん債特例分、
臨時財政対策債の合計に占める割合。高くなるほど、財政構造の弾力性が
低いことを示す。

※ 財政力指数とは

数値が高いほど自主財源の割合が高く、1を超える団体は普通地方交付税の
交付を受けない。

18

主要財政指標の状況（２）

（％）

★経常収支比率、公債費負担比率は、政令市平均と比べ健全な状況を維持

★財政力指数はやや低く、税源の更なる涵養が課題

経常収支比率

財政力指数

政令市平均

札幌市

政令市平均

札幌市

政令市平均

札幌市

18

（％）



減債基金の残高推移

財政調整基金の残高推移

19

基金の状況

1,975億円

★ 21基金を設置。平成29年度末時点の残高は3,475億円

★基金の設置目的から外れる貸付・取崩は一切行っていない

19

280億円

201億円

235億円

652億円

2,107億

円

3,475
億円

定額（200億円）を上回る現金部分を財源
として活用可能

土地開発基金

大規模プロジェクトの財源などに活用

まちづくり推進基金

昭和44年9月設置

平成元年3月設置

ルールを遵守した積立を実施し、残高は
堅調に推移

減債基金

昭和53年9月設置

一般会計への貸付・目的外の取り崩しは
なし

その他基金

行財政改革推進プランで定めた残高の水準
（100億円程度）を上回る額を維持

1,691 
1,780 1,883 

1,975 
2,107 

0

1,000

2,000

H25 H26 H27 H28 H29

（億円）

175 173 
192 

164 

201 
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100

200

H25 H26 H27 H28 H29

（億円）
財政調整基金

昭和39年4月設置



 収納率向上等により、Ｈ21決算より累積赤字を全額解消

 保険料滞納の未然防止の取組などで、収納率はＨ21以降上昇 出資団体改革新方針
（平成21年度～27年度）

出資団体改革プラン
（平成17～20年度）

統廃合等 財政的関与 人的関与

（H17.9） 38団体

（H27.4） 30団体

＜8団体の減少＞

（H17年度）520億円

（H27年度）300億円

＜220億円の縮小＞

（H17.4） 182人

（H27.4） 45人

＜137人の削減＞

特別会計・出資団体

★札幌市の特別会計は7つ。国民健康保険会計は、平成21年度には累積赤字を解消し、以降は黒字で推移している

★平成27年度末に「出資団体の在り方に関する基本方針」を策定し、出資団体への出資・出捐等について、更なる見直しを実施中

国民健康保険会計の累積赤字額と収納率の推移

国民健康保険会計に対する繰出金の推移

出資団体改革の歩み（～平成27年度）

平成28年度以降の取組

次の観点ごとの方針のもと、今後

の関与の在り方を検討

 「出資団体の在り方に関する基本方針」をＨ27年度末に策定

①出資・出捐 ②人的関与

③団体の活用
④更なる経営
の安定化

⑤団体統制
⑥札幌市の
施策との連動

基本方針の内容を具現化するため、

団体個別の行動計画を策定（Ｈ28）

取組の一例

 出資比率が25％超の出資団体の

うち、5団体で出資金の引揚げ

 その他14団体でも、今後、

出資・出捐金の引揚げ等を検討

20
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収支の推移

企業債年度末残高の推移

（千円）

収支は黒字に転換

企業債残高は減少へ

企業会計

 駅業務の完全委託化、ワンマン運転化等の取組により、平成16

～25年度の累計で286億円の収支改善を達成

 大型の建設事業は終了しているため、企業債残高は減少傾向
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収益的収支と企業債残高（平成29年度） 高速電車事業の経営改善の取組

企業会計が保有する資金量（年度末時点）

会計名 収益的収支 前年度比 企業債残高 前年度比

病院事業 ▲ 511,675 615,328 16,603,524 ▲1,709,699

中央卸売市場事業 ▲118,133 48,070 12,047,413 ▲1,108,777

軌道事業 44,333 94,033 1,965,100 264,458

高速電車事業 9,310,947 ▲430,868 271,884,088 ▲17,609,672

水道事業 12,149,367 ▲54,590 77,394,278 ▲6,433,904

下水道事業 3,940,407 ▲610,407 249,259,869 ▲6,504,774

★高速電車事業（地下鉄）については、経営改善に向けた取組の結果、平成18年度から営業収支、経常収支ともに黒字を達成

★平成29年度の収益的収支は、病院事業、中央卸売市場事業が赤字、軌道事業、高速電車事業、水道事業、下水道事業は黒字を達成
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年 度 都道府県 政令指定都市
団体数

（累計）

昭和27年度 東京都、大阪府、兵庫県
横浜市、名古屋市、京都市

大阪市、神戸市
8

昭和48年度
北海道、神奈川県、静岡県
愛知県、広島県、福岡県

札幌市、川崎市、北九州市

福岡市
18

昭和50年度 宮城県、埼玉県、千葉県、京都府 22

昭和57年度 広島市 23

平成元年度 茨城県、新潟県、長野県 仙台市 27

平成 6年度 千葉市 28

平成15年度 さいたま市 29

平成16年度 福島県、群馬県、岐阜県、熊本県 33

平成17年度 鹿児島県 静岡市 35

平成18年度 島根県、大分県 堺市 38

平成19年度 山梨県、岡山県 新潟市、浜松市 42

平成20年度 栃木県、徳島県 44

平成21年度 福井県、奈良県 岡山市 47

平成22年度 三重県 相模原市 49

平成23年度 滋賀県、長崎県 51

平成24年度 熊本市 52

平成25年度 高知県、佐賀県 54

平成27年度 秋田県 55

年 度 内 容

昭和48年度 市場公募債発行団体となる

平成 4年度 市場公募債の満期一括償還方式開始

平成12年度 定例債（シ団プレマ方式）５年債の発行開始

平成14年度 ミニ公募債の発行開始（３年債）

平成17年度 超長期債（主幹事方式）を発行（20年満期一括償還債）

平成18年度 個別条件交渉方式へ移行

平成22年度 超長期債（主幹事方式）の30年満期一括償還債を発行

平成23年度 超長期債（主幹事方式）の15年満期一括償還債を発行

平成27年度 20年定時償還債（主幹事方式）を発行

平成28年度 30年定時償還債（主幹事方式）を発行

市場公募地方債発行団体の推移と札幌市の取組状況

★ 全国では55団体が全国型市場公募地方債を発行

★ 札幌市は、昭和48年度から継続して発行

全国型市場公募地方債発行団体の推移 札幌市の取組状況

22



発行実績

★ 多様な年限の発行によりニーズに合った商品を展開、毎年度1,000億円超の安定した発行を継続

★ 20年満期一括償還債は、平成17年度以降継続して発行
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年間

平成30年度

1Q 2Q 3Q 4Q
未定

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

市場
公募債

10年債 300億円 100 100 100 -

5年債 300億円 100 100 100 -

フレックス 600億円
150

20年定

200
30年定

いずれも5月発行 250

ミニ公募債（3年） 休止 休止 休止 -

共同発行債 300億円 100 - - - - 70 - 30 - - - 100 -

市場公募債 計 1,500 億円 100 350 100 100 - 70 100 30 100 100 100 100 250

(参考)
平成

29年度

10年債 300億円 100 100 100 -

5年債 300億円 100 100 100 -

フレックス 600億円
200

30年定
200

30年定
200

20年満
-

ミニ公募債(3年) 休止 休止 休止 -

共同発行債 350億円 90 80 - 80 - - 50 - - 50 - - -

市場公募債 計 1,550 億円 90 280 100 180 200 200 50 100 100 50 100 100 -

発行計画

★ 市場公募債は、5年・10年の発行を継続

★ 平成30年度はフレックス枠600億円を予定。市場動向を踏まえ、機動的に発行する予定
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ムーディーズ・ジャパン株式会社

市場と丁寧に対話しつつ、安定的に資金調達

格付 BCA 政令市 都道府県

A1
a2

札幌市 静岡市 浜松市 静岡県 広島県

堺市 福岡市 福岡県

a3 名古屋市 京都市 大阪市 新潟県

A1
（シングルＡ１）

【アウトルック：安定的】

※ 日本国債と同水準

BCA（自治体固有の信用力）：a2

 歳出及び債務の抑制に向けた継続的な改

革の取組

 中央政府による地方財政への監視および

財政調整制度など強固な制度的枠組み

25

起債運営と信用力

債務管理 発行

IR
商品性の
向上

効果的な
IR活動

積極的な
情報公開

計画的な積立と
残高管理

透明性のある
資金調達

★ 外部格付機関（ムーディーズ）より、国債同等の格付けを取得しており、高い信用力を評価

★ 安定的な資金調達の実現のため、起債運営のあらゆる局面（IR－発行－債務管理）において、市場との対話を重視した体制を確立

機動性・柔軟性・一貫性のある起債運営を目指して

格付けを支える要因
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【参考】札幌観光ガイド①

春 夏 秋 冬

3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月

さっぽろ雪まつり

さっぽろライラックまつり さっぽろ大通ビアガーデン さっぽろオータムフェスト

さっぽろホワイトイルミネーション

イ
ベ
ン
ト
カ
レ
ン
ダ
ー

ミュンヘン・クリスマス市

YOSAKOIソーラン祭り ＰＭＦ

26



【参考】札幌観光ガイド②

定
番
グ
ル
メ

ジンギスカン 海鮮 ラーメン スープカレー

観
光
ス
ポ
ッ
ト

札幌市時計台 大通公園 中島公園 定山渓温泉
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当資料は、札幌市債の購入をご検討いただいている投資家の方々に、札幌市の財政状況等について

説明することを目的とするものであり、特定の債券の売り出しまたは募集を意図するものではありません

TEL : 011-211-2216
FAX : 011-218-5147

E-mail: kousai@city.sapporo.jp
URL : http：//www.city.sapporo.jp/zaisei/shisai/

札幌市財政局財政部企画調査課
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札幌市債に関するお問い合わせ

札幌市役所トップページ 市政情報 財政・市債・IR
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